
平成２５年度当初予算要求通知のポイント 
 

平成２４年８月３１日 
千 葉 県 総 務 部 

 
 

 平成２５年度当初予算の要求に関して、本日、各部局に通知しました。その概要

は以下のとおりです。 

 
 

１ 本県の財政状況について 

 

(1) 平成 24 年度の財政見通し  

当初予算では、基金を活用するとともに、退職手当債 154 億円を計上する  

ことで、なんとか収支均衡を図ることができました。 

今後の年間収支は、明確に見通すことはできませんが、現時点では、退職手

当債について当初予算どおり発行を見込めば、収支均衡するものと考えていま

す。 

 

(2) 平成 25 年度の財政見通し  

歳入については、県税収入において、企業収益の回復が見込まれるものの、

税制改正に伴う減収も見込まれることから、現時点では、24 年度当初予算額 

並みと考えられます。また、国において、歳出削減圧力が高まっていることか

ら、地方交付税も伸びは見込めないなど、一般財源の増額は期待できない状況

にあります。 

一方、歳出については、高齢化の進展等に伴い、社会保障費の増加が見込ま

れるとともに、公債費も増加しますので、全体として義務的経費が大幅に増加

することは避けられません。 

  このため、現時点では、大変厳しい財政運営が予想されます。 

 

 

２ 予算編成の基本的考え方 

 

(1) 骨格予算として編成 

平成25年度当初予算は、知事選挙を控えていることから、骨格予算として  

編成することとします。ただし、各部局からの要求については、通年ベースで

の要求とし、要求後、骨格予算として計上する部分を整理します。 

 



 

(2) 総合計画の基本目標に基づき、必要とされる県民サービスは確保  

総合計画の基本目標である「安全で豊かなくらしの実現」、「千葉の未来を担

う子どもの育成」、「経済の活性化と交流基盤の整備」に基づき、県の活性化や

将来の発展のため必要な事業や、県民サービスのため、真に必要な事業につい

ては重点的に措置します。 

また、 東日本大震災からの復旧・復興に向けた取組は、継続して行います。 

 

(3) 持続可能な財政運営 

各部局において、事業全般について、事業の必要性・緊急性等について再度  

検証し、徹底した見直しにより財源を捻出するとともに、未利用県有地の売却

などの歳入確保や後年度負担を軽減する観点から地方債の抑制に取り組み、 

持続可能な財政運営に努めます。 

 

 

３ 要求可能額について 

 

(1) 義務的経費（人件費、社会保障費(法定義務分・国制度分)、公債費、税関係

交付金等)については、年間所要額を要求することとします。 

また、 東日本大震災への対応に係る事業については、国の予算の動向も的確

に把握した上で、所要額を要求することとします。 

 

(2) 上記以外の経費については、各部局において見直しを行い、原則として、  

24年度当初予算額に対し、当然減となるものを除き一般財源ベースで10％の 

減額を行うこととします。  

なお、新規・拡充事業については、上記10％減額と同額を要求可能額の上限

とします。 

 

 

４ 要求書の提出期限   

平成２４年９月２５日（火曜日） 

 

 

５ 担当課 

千葉県総務部財政課  
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